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波動エネルギー式地震感知器の開発
DevelopmentoftheSeismicWavesEnergYSensingEarthquakeDetectors

エレベーターの地震時管制運転に使用される地震感知器には,従来振動加速度-を

利用する方式が抹用されてきたが,固有振動数の低い超高層ビルでは適切な動作を

しない場合がある｡

これを改善するため,特に超高層ビルのエレベーターに適Lた新しい地震感知器

の開発を行なった｡

まず,振動変位を利用する方式について検討したが,更に震度と十分よい相関が

あるとされる波動エネルギーを利用する方式について検討を進めた｡そして波動エ

ネルギーが振動変位と振動速度の積に比例することを明らかにし,世界で初めて波

動エネルギー式地震感知器の開発に成功した｡

本感知器の採用によって,エレベーターの地震時管制運転が一段と適切に行なわ

れるものと期待される｡

山 緒 言

エレベーターには地震発生時にその地震の強さに応じた安

全運転が行なえるようにするため,これを地震感知器で検出

し,震度Ⅴ程度未満の地震時には地震後の点検ののち引き続

き運転を継続する指令を,また震度Ⅴ程度以上の強い地震時

には乗客の早期避難による安全が図れるようにエレベーター

を最寄りβ皆に停止させるといった指令を与えて,管制運転を

行なうものが増加してきている｡

この管制運転の指令を出す地震感知器には,従来,地震動

の振動加速度を感知する方法がj采用され,中,低層ビルでほ

有効であった｡しかし,固有振動数の小さな柔構造の超高層

ビルでは大きな地震動でも比較的ゆっく り揺動するため,振

動加速度が小さく,加速度式地震感知器が感知しない場合が

あった｡

しかし,ゆっくr)動く反面,建物の揺れ幅すなわち振動変位の

振幅は大きいので,従来の振動加速度の要素ばかりでなく,振動

変位の要素を加味した地震感知器の開発が急務とされていた｡

今回,.この点について検討を進め,振動加速度と∃辰動変位

を併用する方式を開発するとともに,更に地震感知器につい

て根本的に見直しを行ない,震度と非常によい相関があると

されている波動エネルギーを利用Lた方式の検討を進めた｡

そLて特に,超高層ビルのエレベーターの地震時管制運転に

威力を発揮する波動エネルギー式地震感知器を,世界で最初

に開発することに成功した｡

呵 従来の地震感知器の要改善点と変位感知器の開発1)

表1に従来の超高層ビルのエレベーターの地震時管制運転

の例を示す｡

都内のAビルでは加速度式地震感知器の低加速度感知レベ

ルを30Gal(Galとは加速度の単位でcm/s2と同じ)とし,これ

が感知するとエレベーターを最寄り階に停止させ所定時間経

過後,自動的に運転を再開させる｡また,高加速度感知レベ

ルは60Galで,これが感知すると最寄r)階にイ亭止して休止し,

点検後手動で運転を再開するようにしている｡
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Bビルの管制運転動作は,低加速度の感知レベルが80Gal､

高加速度の感知レベルが100Galで,その他はAビルとほぼ同

じである｡

ところで,表2に示すように昭和58年5月26日の日本f毎中

部地震で,上記のAビルの最上階では±10cmの大きな揺動が

あった｡このように大きな揺動では,テールコードが引っ掛

るなど事故発生のおそれがあり管制運転を行なうべきであっ

表l超高層ビルの地震時管制運転の例 乗京都のある超高層ビルに

採用されている例を示すL_.

低加速度感知 高加速度感知

Aビル

Bビル

設定レ/ヾル30Gal 設定レ/くル60Ga】

最寄り階に停止し,10分間待 最寄り階停止して休止.点検

機,その後復帰する

設定レ/くル80Gal,その他は上

後復帰する.-.

設定レベル川OGal,その他は

と同じ.′ 上と同じ._.

注:Ga=ま,加速度の単位記号で,Cm′′s2と同じ

表2 Aビルの振動の状況 ビルの振動に大きな差があるのに,加速度

は13Ga卜から30Gaはあまり差がない+加速度が小さいほうが大きな地震動と感す

る場合もあることを示す..

振 動 の 状 況 管制の:扶ン兄

昭和58年5月26日 0.2Hz (周波数) 管制すべきてあ

■(日本海中部地震) ＋16Gal(加速度) ったが,装置動
ビル最上階 ±】Ocm(変位)

琶琵･器温(ミ7岩二よミ?ミヲト喜‾£.?苧Pだ｡1)
昇降路ヒット

50Hz

作せず..

管制装置が不必

要に動作した.

(常時徴ヨ辰動)
±13Gal

±0.13ノJm

*

日立エレベータサービス株式会社工学博士
**

日立エレベータサービス株式会社 ***

日立製作所水戸工場

65



486 日立評論 VOL.67 No.6(1985-6)

たが,振動加速度が16Galであったため,30Galに設定されて

いた低加速度の感知レベルにも達せず,管制運転指令は出さ

れなかった｡

一方,昭和58年8月8日の神奈川県西部地震では,Aビルの

最上階の振動が3Hz,±30Gal,±0.08cmから0.2Hz,±1.6

Gal,±1cmへ推移した後減衰していったが,地震動の初期の

±30Galを地震感知器が感知して管制運転指令が出された｡

しかし,この地震動は管制運転を行なうほどのものでなかっ

たため,更に管制運転に適した地震感知器の開発が望まれた｡

その後このAビルには,地震観測を強化するため観測装置

が増設された｡この装置は,ビルの最上階の床面と最下階の

エレベーター昇降路ピットの床面のいずれかの振動加速度が

5Galを超えると自動的に記く録を開始するようにしていた

が,全く静止していると考えられるピットの床面にセンサを

設置すると,直ちに記録を開始するという現象が認められた｡

調査の結果,近くのコンプレッサの振動が伝わ【),床面に

50Hz,±13Gal,±0.13/Jmの振動が発生していることが分か

った｡

以上述べたように,このAビルでは13Galから30Galの振動

加速度が感知されたが,周波数により振動変位の振幅に大き

な差が生じ,感じられる地震動にも差が生ずることが分かっ

た｡そこで,振動加速度だけでなく,振動変位を感知する変

位感知器を開発して併用することを計画した｡

表3に,開発した管制用変位感知器の構成と主な仕様を示

す｡すなわち,直角2方向に設置した加速度検出器の出力を,

積分器で2回積分して変位を求め,比較器で設定値と比較し

て管制信号を発生させるものである｡

この裏置の開発では積分器で2回積分していることから,

特にドリフトの抑制に注意を払った｡

本感知器の感涙口範囲は0～10cm,周波数範囲は0.07～20

Hz,信号発生レベルは高低2段の設定が可能で,経時ドリフ

ト,温度ドリフト,電源電圧の変動の影響などはほとんどない｡

前述のAビルにこの変位感知器を設置するに当たっては,

シミュレータで種々解析した結果,振動変位の振幅が3cmを

超えたときには減速運転,5cmを超えたときには最寄り階に

停止して10分間待機とした｡

表3 管制用変位感知器の構成と主なイ士様 管制用の感知器は.長年

月にわたり安定して動作することが必要である.｡ドリフトの抑制に特に;主意し

て開発した｡

加速度 速度 変位

α1 むyl 〟1

加速度検出

α2

積分

〃y2

積分 比較器 管制信号

y2

注:αい
α2は平面内の互いに直角方向の加速度

検 出 範 囲 0～10cm,平面内直角2方向

周 波 数 三経国 0▼07～20Hzで＋5～-10%以内

信号発生レベル
2方向とも0.1～10cmの範囲で高低2段設定可能

(合計4信号出力)

経時ドリ フト 8時間で0_003cm以内

温度ドリ フト -10～40℃で0.01cm以下

電源電圧変動 ＋10～-20%で影響なL
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田 地震の震度と波動エネルギー式地震感知器の開発

前述の変位感知器を併用する方式が地震感知器として最適

なものかどうか疑問が残るので,この地震感知器について根

本的に見直すため,まず地震の震度について検討した｡

気象庁で定めている震度階の定義によれば,建物に被害が

発生するのは震度Ⅴ以上である｡

昭和59年3月に改訂されたエレベーター耐震設計施工指

針2)では,表4に示すようにエレベーターの耐震設計の目標

として,震度Ⅴの下位レ〈こルまでエレベーターの機能を保持

し,地震後の所定点検後,直ちに運転を続けることができる

ことなど,が述べられている｡

しかし,この震度を的確に測定できる装置は現在のところ

まだなく,気象庁から発表される震度は観測員の体感によっ

て決められている3)｡

一般に知られている加速度と震度の関係は,昭和18年,当

時東京大学教j受であった河角 広理学博士が定めたもの

で4〉,園1に示すように例えば震度ⅠⅤは加速度が25Galから80

Galの範囲とされている｡しかし,気象庁の観測調査によれ

ば,この範囲の加速度は同図に示すように,震度がⅠⅠからⅠⅤ

の広い範囲にわたっている5)･6)｡

このため,震度を的確に測定できる装置の開発が各方面で

進められた｡

岐阜大学教授の村松郁栄理学博士は速度と震度の関係を発

表しており7),加速度よりも良好な相関を得ている5)｡

気象庁気象研究所の主任研究官高木 聖理学博士は震度と

各種物理量の相関について研究し8),震度が波動エネルギー

の最大値と最もよい相関があることを発見したが,測定器に

表4 エレベーターの耐震設計目標 昭和59年3月に改訂されたエレ

ベーター耐震設計施工指針2)に述べられている目標である.)

気象庁震度階 エレベーターの而寸震設計目標

震度∨の下イ立レ/くル
エレベーターの機首巨を保持し,地震後所定の点検

ののち直ちに運転を続けることができる(j

震度∨の上位レ′くル以上

地震感知器と連動の管制運転によって,かごを最

寄り階に停止させる｡

以下,略す｡

実線:河角 広理学博士の定めた加速度と震度の関係

Ⅵ

世 Ⅴ

継

Ⅳ

IlI

II

--一一一一一一---一もー--

8 25 80 250

加速度(Gal)

図l 加速度と震度の関係5) 従来一般に知られている加速度と震度の

関係について,気象庁気象研究所地喪火山研究部長市川政治理学博士が調査し

た結果5)で,相関があまりよくないことが分かる｡
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これまで適当なものがなかった｡

波動エネルギーとは地震波動のもっているエネルギーであ

る｡図2に示すように地震波がある微小面積(ねに到達してか

ら半周期経過すると,地震波動は半波長すなわち入/2(入:波

長)だけ前方へ進む｡

地震波にはP波(PrimaryWave),S波(SecondaryWave)

などがあるが,エネルギー的にはS波だけを考えれば十分で

ある｡

S波は横波であるから,進行方向と直角の方向に変位γが生

じている｡このッを時間′で微分したのが,その点の振動速度

びッである｡

いま,広･(入/2)の体積内の波動エネルギーをlγとすれば,

Ⅳ=ゐ÷講戎㍗て本㈲2＋本(釘)d卜(1)
となる｡

ここに r:地震動の周期

β:媒質の単位体積当たりの質量

〟:媒質の剛性率

であり,また(1)式の積分記号内の

をβ㈲2=紺ひ
は単位体積当たりの運転エネルギーであり,

‡〟(勃2=ぴs･t……･‥…･･…･‥

･‥………‥(2)

･(3)

は単位体積当たりのひずみエネルギーである｡ところで,紺ざは

1

紺ぶ=す●〟

1

‾う‾'〟紛〟
二‡･β･(釘
=以ノ〃

‖■■‥‥‥

となって,

幽
((か/dり

…(4)

紺ぶと紺むとは等しい｡ただし,上記の式で〝ぶはS波の

伝播速度で,次の関係がある｡

/d5

0

+ぎ

式

lT

地震波

人/2

/y 主′__一
//

一一一′

_一一一一′

注:dg:微小面積,入:波長,y:振動変位,〃,:振動速度,∬:進行方向の距離

図2 地震波動の状況 地震波がある微小面積dsに到達してから半周期

経過したときの地震三皮動の模様を示す｡

積分 積分

速度 変位

掛け算

加算

管制信号

加速度検出 波動エネルギー
係数

＋

＋

比較

図3 ラ皮動エネルギー係数の検出 波動エネルギーを直接検出するこ

とが困難なため.波動エネルギーと比例関係にある)度動エネルギー係数(速度と

変位の積)を検出する回路の構成を示す｡

〃s=雷㍉官‥=‥…･=………‥…‥…‥…
いま,振動変位ッが次式で表わされるものとする｡

γ=β･Sin2ポ

ここに,′は振動周波数で,

′=1/r=…‥‥……

‥(5)

‥‥=…‥=…･…(6)

…==‥=……‥･(7)

であり,βは振動変位ッの振幅である｡

(2ト(7)式の関係から(1)式は次のようになる｡

lγ二花2･ゐ･

J㍍･(掌) ･･･==………‥‥(8)
ここで,方2･ゐ･市はほぼ一定であるから,β2/rを求め
れば杵′が求まる｡しかし,次に述べる問題がある｡

(1)周期rは少なくとも1サイクル以上経過しないと分から

ない｡特に波形が乱れていると求めるのは答易でない｡

(2)また,周期rが求まったとしても,β2/rの演算すなわち

割算はめんどうで装置が複雑,高価となる｡

そこで,この波動エネルギーを容易に求めることについて

検討した｡いま,振動変位ッと振動速度叫の積をg亡とすると,

g`=ツ●ぴγ

=β･Sin2花斤･27〆･β･COS2ポ

=方･(β2/r)･Sin4ポ

=g･Sin4ポ
……‥‥…･…‥‥

ここに,gはピとの振幅で

…‥……(9)

g=方･(∂2/r)

=(方･J㌻言･ゐ卜1･Ⅳ‥……………………‥‥(10)
(方･J才石･め)‾1はほぼ一定であるから,gはⅣに比例する｡
そこで,eを波動エネルギー係数と名づけたが,管制信号の発

生はgとと比較してもできるので,実際にはgども波動エネルギ

ー係数と考えることができよう｡

波動エネルギー係数は図3に示すように,加速度検出器の

出力を積分して得た速度と,それを更に積分して待た変位を

掛算器で掛け算して求める｡

平面内の任意の方向の波動エネルギー係数は平面内直角2

方向の波動エネルギー係数を加算器で加算して得られる｡

すなわち,直角2方向の波動エネルギー係数をgfl,β≠2とし,

その和をβととすれば次式のようになる｡

β亡=βfl＋g亡2

=β1･Sin2ポ･β1･2が･COS2年斤

＋β2･Sin2花斤･β2･2が･COS2研

=方･(旦三吉型)･Sin4か･‥…
ここで,βl,β2は直角2方向の振動変位の振幅である｡

この場合のどfの振幅もどと表わすことにすると,
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ニ㍗■¢よぎ藍㍊
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■忘£j

検 出 範 囲

波動エネルギー係数(平面内全方位)0ん､-5′000k】ne･Cnl

振動速度(平面内全方位)0､一70kine

振動変位(平面内全方位)0～70cm

周)度 数 範匪1 0.07-､10Hz

信号発生レベル
;皮動エネルギー係数,才辰動速度,手辰動変位のいずれかにつ

いて高低4段レベル設定可

)主:k】ne(速度の単位で,Cm′/sと同じ.J)

図4 日立)皮動エネルギー式地震感知器 波動エネルギーが波動エ

ネルギー係数と比例関係にあることを利用して,世界で最手刀に開発に成功した

もので,マイクロコンピュータを主体に構成してある｡

表5 震度と各種物王里呈の関係の比重交 表中の波動エネルギー係数は

岐阜大学教授の村松郁栄理学博士の研究などと整合させるため,気象庁気象研

究所の高木 聖主任研究官が決めた波動エネルギーを÷にし,かつ波動エネル

ギー係数に換算して求めた､J

震度階 0 Ⅰ 1Ⅰ ⅠIl Ⅳ V Vl ⅥI

)皮動工ネルギ

一係数
(kirle･Cm)

0､ノ 0.003､- 0.03､ノ 0.3､ 3､-- 30ヘー 300へ 3′000

0.003 0.03 0.3 3 30 300 3′000 1ゾ上

400加速度* 0-＼- 0.8～ 2.5～ 8-､ 25～ 80～ 250-､-

(Gal) 0.8 2.5 8 25

l

80 250 40〔) 1ソ上

速度** 0へ- 0.13～ 0.4～

l

l

l_3､ 4､ 13､ 40-‾､ 130

(kine) 0,13 0_4 l.3 4 13 40 130 以上

〉主:* 河角 広】埋草博士が発表,** 村松榔栄王里学博士が発表

加速度方式(従来方式) 波動エネルギー方式
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図5 松代群発地震のシミュレーション結果 加速度方式に比べて

波動エネルギー方式は,観測員の体感震度と相関がよいことを示す..
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g=方･(β12＋β22)/r

=方･(β2/r)…‥‥‥…‥……………･…･……‥(12)

となり,g(もしくはピー)が任意の方向の波動エネルギー係数で

あることが明らかである｡実際にはこのようにして求めたも

のを,比較器で設定値と比較して管制信号を発生する｡

匡14は開発した波動エネルギー式地震感知器である｡検出

範囲は0～5,000kine･Cm(kineとは速度の単位で,Cm/sと同

じ｡),周波数範囲は0.07～10Hz,信号発生レベルは高低4段

のレベル設定が可能である｡

本装置はマイクロプロセッサを主体に構成しており,スイ

ッチの切換でプログラムを変更し,平面内全方位形の管制用

速度感知器もしくは管制用変位感知器としても使用できる｡

ところで,前述のように加速度と震度の関係を前記河角 広

理学博士が4),速度と震度の関係を村松郁栄理学博士7)が発表

しているが,波動エネルギー係数と震度の関係について気象

研究所の研究結果8)と村松郁栄理学博士の報告など5)･7)を参考

にして一つの案を定め,比較して表5に示す｡また,上記気

象研究所の報告8)を利用し,波動エネルギー式と加速度式の

地震感知器によってオ公代群発地震を計測した場合のシミュレ

ーション結果を図5に示す｡波動エネルギー係数が観測員体

感震度とよい相関があることが分かる｡

田 エレベーターの地震時管制運転に対する比較

波動エネルギー式地震感知器が観測_員の体感震度とよい相

関があるとしても,実際のエレベーターの地震時管制運転に

対してはどのようになるか,これについて検討する｡

いま,表5の加速度と震度の関係から得られる震度を加速

度震度,波動エネルギー係数と震度の関係から得られる震度

を波動エネルギー震度とすると,波動エネルギー式地震感知

器は波動エネルギー震度で動作するものであるとも言える｡

図6に示すように,加速度震度は周波数に無関係に加速度

が一定となるが,波動エネルギー震度は周波数の1.5乗に比例

して加速度が変化する｡次にこれについて説明する｡

振動変位ッが(6)式のように変化していると振動変位びッはγ

を時間′で微分したものであるから,

〃ッ=2オ･β･COS2が……‥‥=…
となり,振動加速度α亡は〃ッを更に微分し,
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図6 加速度震度と波動エネルギー震度の周波数特性 波動エネ

ルギー式地震感知器は,波動エネルギー震度によって動作するu周波数のし5乗

に比例して∠漂知加速度が変化することを示す｡



〝′=-(2オ)2･β･Sin2が

となる｡〟どの振幅をαとすると,

t(14)

α=(2が)2･β …=……‥………=･==･……‥…･(15)

である｡(7),(12),(15)式から

α=4方J盲石′1･5‥………･･…‥=…‥‥‥‥…‥…･･朋
が得られ,どしたがって波動エネルギー震度を一定とLた場

合,周波数の1.5乗に比例して加速度が変化することが分かる｡

加速度震度と波動エネルギー震度は周波数0.8Hzの近傍で

一致する｡なお,図6に震度ⅠⅤのみハッチングして示す｡

前記Aビルのj辰動の状況が同図の黒丸である｡表6にこの

こ状況をまとめて示す｡

すなわち,日本海中部地震のときは加速度震度がⅠⅠⅠのため

加速度式地震感知器が感知せず,管制運転の必要があったに

もかかわらず装置は動作しなかった｡しかし,波動エネルギ

ー震度はⅤと評価されるので,波動エネルギー式地震感知器

の場合には適切に動作できることが分かる｡

神奈川県西部地震では,加速度震度はⅠⅤからⅠへ変化した

が､地震初期のⅠⅤを加速度式地震感知器が感知Lて,不必要

な管制運転が行なわれた｡しかL,波動エネルギー震度はⅠⅠ

からⅠⅠⅠなので,波動エネルギー式地震感知器の場合には,不

必要な管制運転を行なうことはなかったと考えられる｡

昇降路ピットの常時微j辰動の場合は,加速度震度はⅠⅠⅠであ

るが,波動エネルギー震度は()なので,これも波動エネルギ

ー震度で考えたほうが実際の.状況とよく合う｡

エレベーター耐震設計施工指針によると,地震感知器の設

定値は建築物の高さに応じて表7に示すように選ぶべきこと

が述べられている｡

いま,建築物の高さを表8に示すように40m,80m,120m,

200mとする｡建物の固有周期r｡(秒)は一般に建物の高さん

(m)の去で近似できる場合が多いので,それらの固有周期r｡
を1秒,2秒,3秒,5秒とする｡

特低設定値には表7の最も低い値を選ぶことにすると,80

Gal,30Gal,25Gal,5～8Galとなる｡ただL,5～8(;alは前

述の変位感知器を用い,感知レベルを3-5cI山二Lたときの

0.2Hzに対する加速度であー),0.2Hzは固有周期が5秒のと

きの固有振動数である｡

一方､波動エネルギー式地震感知器を用い,その設定値を

131くine･Cnl一定として建屋と地震動が共振Lたときの感知加

速度をα｡とすると,(16)式で′=1/r｡とすることにより,

α(,=80171｡‾1･5…t･t･‥‥…･…･‥=……‥………･‥‥(17)

となり,これを計算して示すと表8二最右欄のようになって特

低設定値とよく似た値となる｡

すなわち,波動エネルギー式地震感知器を採用すると,建

屋の高さや固有同期などを考慮することなく感知レベルを適

切に設定することが期待できる｡

この場合,地震動の卓越周波数と建屋の固有振動数が一致

Lていると,加速度式も波動エネルギー式も同様な動作とな

るが,地震動の卓越周波数が常に建屋の固有振動数と一致す

ることはあr)得ない｡前述の神奈川県西部地震の場合がその

例で,このときは地震初期の3Hz,30Galを加速度式地震感知

器が感知して,不必要な管制運転を行なった｡

従来の加速度式地震感知器が超高層ビルで問題を生ずる大

きな理由の一つは,地震動の卓越周波数が1Hz程度の場合が

多いのに対し,超高層ビルの固有振動数が0.2Hz程度と大き

く外れていることによるものであろう｡

先に,Aビルの例を挙げて説明Lたが,これまでの超高層ビ

ルの例をまとめてみると表9に示すようになる｡
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表6 Aビルにおける加速度震度と波動エネルギー震度 波動エネ

ルギー震度は,実際の建屋の揺れの実態とよく合っていることを示す..

振動の状;兄
l
加速度震度

三度動エネルギー

震度

琵㌶宗 吾子芸ミr権藤芸芸
v

昭和58年8月8日(3Hz,土30GalⅣ---り

(神奈川県西部地震)㍍?去乙警∩ご∴Ga-よ芸だ芸芳デく不…ビル最上階11しつrlり

昇降路ヒット
50Hz

常時徴振動
±13G∂l 川 0

⊥-0･13/州 l

表7 地震感知器の設定値 昭59年3月改訂されたエレベーター耐震設

計施工指宝十2〉に掲載されているものを示す..

玉堂築物の高さ 特低設定値 低設定値 高設定値
l

60nllよ下
80Gal又は

lP濾感知
l

l30,40,60｡｡.又

120Gal 150Ga】

100,120又は60rll超え 60,80又は

1201†11よ下

lZOnl超え

はP〉皮感知なと､

25,30Gal又は

P)慮感知など

100Gal 150Gal

40,60又は

80G∂l

80,100又は

120Gal

表8 従来方式と波動エネルギー方式の感知レベルの比較 波動

エネルギー方式を採用すると,建屋の高さや固有周期を考慮することなく適切

に設定できることを示す

建屋の高さ 固有周期TL. 特低設定値
l

∂1ノー80･丁‖トテ･ホX
(l†り (s) (Gal)

40 -

80 2

120 3

200l5l

80 80Gal

28G∂l

15Ga】

7Gar

30

25

5----8*

注:*の値は,変位感知器を設け3---5cmに設定したときの0.2Hzに対する加速

度である.

**は,)皮動エネルギー式地震感知器の設定値を13kl11e･Cnlとし,建屋と地

〉歪動が共振したときの感知加速度である_.

表9 超高層ビルにおける地震感知器の動作 波動エネルギー式を

採用すると,すべての地;雲動に対して適切に動作することを示す..

加速度式 〉慮動エネルギー式

震こ原が遠い大規模地震て,

管制が必要なとき

(例:日本7毎中部地震)

X

(動作した例なし) (動作)

震ユ原が近い小規模地震で

管制が不要なとき

(例:神奈川県西部地震)
(動作する場合あり)

十
震三原が近い大規模地震で

管制が必要なとき

(例二関東大震災時の地震)
(動作)

(動作せす)

(動作)

〉主:L-_･(動作適切),×(動作不適切)
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すなわち,従来の加速度式地震感涙口器は震源が遠い大規模

地震や震源の近い小規模地震では動作が適切でないが,波動

エネルギー式地震感知器は,それらの地震動に対して適切に

動作できるものと言える｡

関東大震災時の地震のように,震i原が近い大規模地震の場

合で管制運転が必要な場合にはどのようになるか,これまで

経験していないのではっきりとは言えないが,シミュレーシ

ョンの結果から見れば加速度式と波動エネルギー式のいずれ

も適切に動作するものと考えられる｡

凹 ビルが地震動と共振状態にあるときの

波動エネルギー

地震波動は大地を経てビルの基礎部に伝わり,ビル内を伝

搬する｡このとき図7で運動方程式は,

β雷=〟雷
‥‥=…･…‥‥‥‥‥‥‥…………･(1勧

となる｡

いま(咽式の解を,

γ=β･Sin(2花斤-27α/入)………=‥…･･･………‥(19)

とすると,ビル内の地震動の伝播速度びぶは次のようになる｡

〃β=り=J万石-‥…………･‥‥‥…‥=………=(20)
一般にビルが大きく揺動するのは,地震動の周波数とビル

の固有振動数がほぼ等しく共振状態にあるときである｡

このときのビルの振動状態は図7(b)に示すように,一端固

定,他端自由の条件から,

ズ=0で,ツニ0
………………

ズ=ゐで,勿イa方=0
…‥……･

ここで,別まビルの高さである｡また,

f=0で,ツ=0
…t‥…‥……･

才=T｡/4で,年り/∂J=0‥‥‥‥…･

‥…………‥…‥(21)

‥‥…‥･…‥･･…･世2)

‥………･………(23)

……‥…･‥……･(24)

∂0

h

上

.＼-1･＼

(a) (b)

図7 地震動によるビルの揺動 図の(b)は地震動の卓越周波数とピル

の固有振動数が共接したときの状態を示す｡
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とする｡ここで,T｡はビルの固有周期である｡

(1鈎式及び(21)～(24)式を満足するッを次のように仮定する｡

ッ=β･Sin(2花斤＋≠一2疋方/入)

十C･Sin(2花斤＋¢＋2死方/入)‥…………………･(25)

(25)式を(18)式に代入すると(20)式と同様に,

入･′=J盲石=〃ぶ‥･‥………‥‥……‥‥…‥……(26)
が得られる｡また,(21)～(24)式からβ,入,¢,′が定まり,

ッ=β｡･Sin(疋r/2/z)･Sin(2方//T｡)‥‥‥…･･･……(27)

となる｡ここに,β｡(=2β)はビルの最上端の振動変位の振幅

である｡ビルに与えられる波動エネルギーをⅣ｡とすると,

耶=5てテ㍊To′ノ4(号俸)2＋号厚)2)･舶
=(方2/4)･5･斥石･(仇2/r｡)･…･………‥‥(2ゆ

ここで,Sはビルの水平断面積である｡(方2/4)･S･ル石はビ
ルの構造により定まり,また,r｡もビルの固有周期で一定で

あるから,地震動と共振状態にあるビルの波動エネルギーは

振動変位の振幅β｡の2乗に比例する｡この波動エネルギーは

前述の波動エネルギー式地震感知器で感知できることは言う

までもないが,変位感知器でも感知できる｡しかし,変位感

知器の場合は震源が近い大規模地震のように,地震動がビル

と共振しなくても大きな波動エネルギーになるような場合な

ど,共振状態にないときは小変位でも危険となるので適当で

はない｡

lヨ 結 言

以上,従来の加速度式地震感知器の問題点とそれを改善す

るために開発した波動エネルギー式地震感知器について述べ

た｡

この波動エネルギー式地震感知器は,超高層ビルのエレベ

ーターの地震時管制運転こ装置に対してだけでなく,その他の

エレベーター及び構造物に対しても将来かなり普及すること

が期待される｡

終わりに,本研究に対し御指導をいただいた岐阜大学教授

村松郁栄理学博士,気象庁気象研究所地震火山研究部第2研

究室長の勝又 護理学博士をはじめ地震火山研究部の各位に

対し厚く御礼申しあげる｡
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